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文部科学省に対する緊急要望 
 

特定非営利活動法人 DPI（障害者インターナショナル）日本会議 
議長 平野みどり 

 
私たち DPI（障害者インターナショナル）日本会議は全国 9３の障害当事者団体から構成され、障害の種別を

越えて障害のある人もない人も共に生きるインクルーシブ社会（共生社会）の実現に向けて運動を行っています。 

 
１．学校施設におけるバリアフリー化について 
 

昨年のバリアフリー法改正を受けて、12 月には調査研究協力者会議報告書「学校施設におけるバリアフリー化

の加速に向けて～誰もが安心して学び、育つことができる教育環境の構築を目指して～」がとりまとめられました。

この報告では「公立の小中学校等において原則全ての学校施設においてバリアフリー化がなされ、障害等の有

無にかかわらず、誰もが支障なく学校生活を送ることができる環境」を「将来的に目指す姿」として掲げられるな

ど画期的な内容となっており、ご尽力のたまものと感謝しております。 
その上で、2025 年度までに、「避難所指定の全ての学校での車いすトイレの設置」「全ての学校でのスロープ

等による段差解消」などと並んで、「要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校へのエレベーターの設置」などを

内容とする整備目標が設定されました。この整備目標の実現に向けて、各教育委員会に対して、学校バリアフリー

の整備計画を策定し、加速化していく旨の通知文も出して頂いています。 
しかし、今春、私たちに寄せられた相談では文部科学省で設定された目標や方針を理解されないまま教育委

員会・学校現場の対応がなされ、障害のある本人・保護者が大きな困難を強いられる状況が明らかになっていま

中部地方  中学校  車いす使用 
・体育館（2F）に移動する際、外階段を利用（大人 4 名が車いすを持ち上げて移動）。当事者の不随意運動や、雨

の日（すべりやすい）などで危険を感じている。 
・エレベーター設置を求めたが、１億円かかるという理由で、キャタピラー式階段昇降機を設置された。 
地方等匿名（在学中） 
・エレベーター設置について、通知等を示し要望するも「努力義務なので」等の理由で全く相手にされない。 
関東地方  小学校  車いす使用 
・エレベーター設置を要望するが、階段昇降機が設置された。再度エレベーター設置を市教委に要求するが、「通

知は努力義務だから」という認識。 



す。特に、整備目標では、エレベーターは「要配慮児童生徒等が在籍するすべての学校に整備する」とされている

にも関わらず、整備に向けた検討がなされず、子どもに大きな負担のかかるキャタピラ式の階段昇降機の導入で

済ませようとする事例が相次いでいます。 

  
このような状況をふまえ、以下、要望させて頂きます。 

 
① 秋に始まる就学相談などの動きに間に合うように、文科省として設定している学校バリアフリーの整備目

標や方針に基づいた整備が進むよう、各教育委員会に対してあらためて周知をして頂くようお願いします。 
その際、「車椅子利用など、上下階の移動に配慮が必要な児童生徒等が円滑に移動することができるよう、文

部科学省におきましては、整備目標に対応するエレベーター等には、エレベーターやバリアフリー法施行令の国土

交通大臣が定める構造の昇降機（※）を含める」との国会答弁をふまえ、エレベーター整備が基本であること、キ

ャタピラ式の階段昇降機での対応は不適切である旨、十分な周知をお願いします。 

 
 
 
 
 

 
 
② 要配慮児童生徒等が在籍、または在籍予定であるにも関わらずエレベーター整備を検討しないような事

例について、文科省としてヒアリング、助言、指導をして頂くようお願いします。また、そうした場合に相談を

受け付ける窓口を文科省に設置して下さい。 

 
２．医療的ケアが必要な児童生徒の地域での学校の学びについて 
 
  今年３月末に厚労省から出された医療行為に関する告示により、これまで学校で行ってきた、医療的ケア

の実施者等に変更があるのでは？という心配が、一部の保護者などから寄せられました。 
  これについて、今年４月 16 日に行われた衆議院内閣委員会議において、 
   ・近年小中学校でも医療的ケアが必要な児童生徒が増加しており、看護師配置の予算の拡充等を行って

いる。 
・たんの吸引等は、第３号研修を受けた教員・介護職員等も実施できる。 

   ・今後も医療的ケアが必要な児童生徒等への支援の充実に努める。 
  等、従来から認められている研修を受けた教員・介護職員等によるたんの吸引等に関して変更はなく、引き

続き支援を充実させる旨の答弁がありました。 
  文部科学省として「今後も医療的ケアが必要な児童生徒が、地域でのさまざまな支援を受け続けられ、地

域の学校で障害のない者と同じ場に通い学ぶことができるよう」、支援施策の充実・自治体の実践事例の

把握等を行っていただくよう、お願いいたします。 

以上 

※「バリアフリー法施行令の国土交通大臣が定める構造の昇降機」について、キャタピラ式の階段昇降機は含まれな

いとの回答を、下記の通り、2021 年 7 月 12 日に国土交通省・住宅局より得ている。 

質問：キャタピラ式階段昇降装置は、バリアフリー法施行令の国土交通大臣が定める構造の昇降機に該当するか。 

ご回答：バリアフリー法政令第 18 条第 2 項第 6 号における、「車椅子使用者が円滑に利用することができるものとし

て国土交通大臣が定める構造」に、ご質問のような建築物に固定されていない昇降装置は含まれません。 


